
 - 1 - 

【 寄 稿 】 

 
 
 

米国不動産市場の最近の動向（６） 
 
 
 

イシイリサーチカンパニー（シアトル） 

代表 石井 隆弘 

 
■はじめに 

 
今回の内容は、グリーン開発、グリーンビルディング、

グリーンインフラストラクチャー等といわれている「グ

リーン」をテーマにしました。出典は、Ｕｒｂａｎ Ｌａｎｄ  

Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅから今年発行された「Ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇ Ｓｕｓｔａｉｎａ-

ｂｌｅ Ｐｌａｎｎｅｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｔｉｅｓ」、ＮＡＲＥＩＴの隔月広報誌

の「Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ Ｐｏｒｔｆｏｌｉｏ」、ＷＳＪ誌等です。 
 
 
１．持続可能な開発 

 
（１）概要 

 
コミュニティー全体が自然と調和して計画され、その

計画に沿って建設されるのを想像してみてほしい。そこ

では品質の劣る資源は使用されず、無駄なエネルギーは

消費されることがなく、有毒物質は一切使用されず、広

範に緑地が確保されている。このようなコミュニティー

は、美しいし、ウオーキングできるスペースが広く確保

されており、健全であり、そして持続可能なものとして

設計されている。 
そしてこのようなコミュニティー開発は、現在着実に

増加している。最近２０年でこの新しい種類の開発が出現

し、その市場性も着実に向上している。「グリーン」とか

「環境にやさしい」とかよく言われる持続可能なコミュ

ニティーこそが、住民、ディベロッパーそして地球の三

者にとってのギリギリの調和を提供することが可能であ

る。即ちそのような開発とは、環境にやさしく、経済的

には利益をあげ、そして社会的には持続可能な開発を意

味する。 
ほとんどこのような利益については、議論の余地はな

いであろう。問題はそれをいかに実現するかである。あ

るコミュニティーに持続可能であるというレッテルを貼

ることは簡単である。しかし持続可能なコミュニティー

を開発するということは、開発が何を意味するかについ

て従来とは異なった考え方をすることの約束を必要とす

る。持続可能なコミュニティーとは全体論的な概念であ

る。それは、生態系という概念と同様に、相互関係の体

系を意味している。持続可能なコミュニティーは、開発

行為から維持管理行為までの全過程にわたって、環境的、

社会的及び経済的な不可避の要求の均衡を保つ必要があ

る。それは単にエネルギー効率が良い建物という以上の

意味を持っている。それは、自然環境に対する開発の影

響を減らしたり、土地利用や住宅タイプの混合を作った

り、地域間を緊密に結ぶ公共輸送機関、緑地及び治水シ

ステムを整備したり、また住民と自然の間の健全な関係

を促進したりしなければならない。 
 
よりグリーンの多い未来 
 
心がこもらないサブディビジョンと小規模商業モール

から成る２０世紀型の大規模計画開発が隆盛を極めた。い

い例がテキサス州ヒューストン市のＷｏｏｄｌａｎｄｓ開発と

カリフォルニア州オレンジ郡のＩｒｖｉｎｅ Ｒａｎｃｈ開発であ

る。１９７０年代に完成したこれらの大規模開発は、いず

れも、住みやすさの向上、社会行動の利便性の向上、オ

ープンスペースの強調及び土地利用と住宅タイプの調和

を目指すものであった。 
持続可能なコミュニティー開発は、従来の大規模開発

と多くの点で類似の性格を有しているが、環境にやさし

いという点にはより大きい重点を置いている。即ち土地

利用に配慮し、環境にやさしい製品を利用し、環境に配

慮した戦術を取っている。グリーンビルディングの建設
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は、エネルギー効率、節水及び自然景観を重視するとと

もに、有害物質を含まないペンキ、カーペットその他の

資材を使用して室内の空気を清浄に保つことに配慮され

なければならない。 
さらに持続可能なコミュニティー開発は、環境にやさ

しい建設技術や建設資材のみを意味するわけではない。

それは、コミュニティーの計画、設計、建設及び維持管

理の全ての局面にグリーン概念を導入することを意味す

る。開発用地の選択も重要であることはいうまでもない。

優良な農用地、歴史的遺産、絶滅種の生息地などは開発

用地として真にグリーンということは出来ない。理想的

なものとしては、ブラウンフィールド、軍の基地跡地、

空地、既成市街地における低未利用地などが上げられる。

開発用地としてグリーンフィールドを避けることが不可

能な場合には、インフラを含む施設用地を最小限にし、

廃棄物処理規制を最大限にし、景観規制を強化し、公共

交通機関へのアクセスを容易にするべきである。 
開発業界もこのような動きに対しては真剣に取り組ん

でいる。全国住宅建設業協会（Ｎａｔｉｏｎａｌ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ  

ｏｆ Ｈｏｍｅ Ｂｕｉｌｄｅｒｓ（ＮＡＨＢ））とＭｃＧｒｏｗ－Ｈｉｌｌ  

Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ社とが２００３年の共同調査の結果をまとめ

た報告書によると、２０１０年までの住宅のグリーンビル

ディング市場は、２００２年の新築住宅着工ベースで７４億

ドル（市場シェアー２％）が、１９０億ドルから３８０億ドル

（市場シェアー５～１０％）に急上昇すると予測している。 
連邦エネルギー省の調査によると、住宅が全国の消費

エネルギーの３７％を占め、また消費電力の６８％を占め

ている。さらに全国の温室効果ガスの排出量の約３０％を

占めている。地球温暖化その他の環境への悪影響が増加

する一方、住宅を購入する一般消費者の健康でエネルギ

ー節約型の住宅に対する需要が高まり、コミュニティー

開発の将来は、グリーン一色に染まる可能性がある。 
 
グリーンの影 
 
いろいろな「グリーンの影」が見られる。従来型の開

発に「グリーン洗浄」して、今はやりのグリーン開発だ

と称して売り込もうとするディベロッパーや住宅建設業

者が横行している。 
これよりは純粋なグリーンの影といえるかもしれない

が、「保全型開発」又は「低影響型開発」というのもある。

このような開発では、広範な未開発の土地を残し、隣近

所には歩いていける範囲に住宅をまとめる。地表は出来

るだけ舗装をせず、水はけは良好にしておき、野生動物

を保護する。このようなコミュニティーの開発者は、自

然の中での生活は人間にとっても野生動物にとっても好

ましいのだという確信を持っている。即ち自然を保全し、

水質を改善することにプライドを持っている。保全型開

発は自然のオープンスペース、野生植物、野生動物、美

しい環境を好む住宅購入者には人気が高い。 
他方、住宅、オフィス、施設の設計、建設資材、建設

手法を重視する住宅建設業者や不動産開発業者もいる。

そのような業者は住宅その他の建造物の建設に関する、

環境原理に基づいた建設規準を確立した。例えば、１９９３

年に設立された非営利団体のＵ．Ｓ．Ｇｒｅｅｎ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ  

Ｃｏｕｎｃｉｌは、Ｌｅａｄｅｒｓｈｉｐ ｉｎ Ｅｎｅｒｇｙ ａｎｄ Ｅｎｖｉｒｏｎ- 

ｍｅｎｔａｌ Ｄｅｓｉｇｎ（ＬＥＥＤ）Ｇｒｅｅｎ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｒａｔｉｎｇ  

Ｓｙｓｔｅｍを創設した。これは、高度な機能を発揮するビ

ルディングの建設規準であり、全国的に認知されている。

この規準は、室内の大気の質からエネルギー効率や建設

廃材の管理に至るあらゆる事柄を定めている。 
ＮＡＨＢは住宅建設についてのグリーンビルディング

ガイドラインを開発している。また連邦環境保護庁（Ｕ．

Ｓ．Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ Ａｇｅｎｃｙ（ＥＰＡ））は、企

業や個人がエネルギー効率を向上させることを通じて環

境を保護することを支援するＥｎｅｒｇｙ Ｓｔａｒプログラム

を創設している。ＥＰＡは既に３０万戸の住宅に対して、

そのエネルギー効率が２００６年Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｅｎｅｒｇｙ 

Ｃｏｎｓｅｒｖａｔｉｏｎ Ｃｏｄｅによって定められた規準を少なく

ても１５％上回ることを認める認定書を発行している。 
持続可能性とは、効率的な断熱、高度な遮音窓、効率

的な冷暖房システム、さらには、若干の湿地帯の保全、

数エーカーのオープンスペースの確保、最善の管理のみ

を意味するものではない。究極的には、それは、全開発

過程において生態系との境界及び環境への影響に配慮す

ることである。ビルディングのエネルギー効率から地域

交通システムへの接近に及ぶ広範なものである。換言す

れば、真に持続可能なコミュニティーとは、住民、ディ

ベロッパー及び自然環境にとって益をもたらす全体論的

なアプローチをしなければならない。 
持続可能なコミュニティーは、従来型のコミュニティ

ーと比較して、より健康的で、より安全でなければなら

ない。コミュニティー開発は人間が行うが、そのコミュ

ニティーの物理的な条件は、住民自身、住民相互、住民

と環境との関係に大きく依存する。 
開発形態と資源消費との関係は明らかな場合が多い。

近隣のグリーンスペースが開発のために失われれば、子

供は遊ぶ場を失い、親は社交の場を失う。スプロールの

ため通勤時間が長くなれば、住民は自由時間が短縮され、

大気汚染も増す。電気の消費量が増加すれば、光熱費負
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担が増し温室効果ガスをより多く排出することになる。 
しかし、開発形態と住民の肉体的、精神的健康との関

係は、多くの場合自明なものとはいえない。例えば、あ

る調査によると、子供の健康と歩くこととはなんらかの

関係があるので、１９６９年の頃は、約半分の児童は徒歩

又は自転車で通学していたが、現在では、１５％にも及ば

ないという事実は、子供の健康に対してかなり深刻な影

響を及ぼしているのではないかといわれる。また別な調

査によると、子供の成長は自然に親しむ機会が多いほど

健全に行われるといわれる。 
 
概念の収斂 
 
最近数十年の間に、土地利用とコミュニティー開発に

ついての以前とはかなり異なった計画概念と戦略が出現

した。伝統的な近隣開発、通勤輸送手段を中心にした開

発、自然環境保全を中心にしたサブディビジョン開発、

スマートグロース開発、そしてグリーン開発の考え方で

ある。これらの開発概念は、全て類似の目標を持ってお

り、アプローチ方法が若干異なっているだけであるとい

えよう。 
伝統的な近隣開発とは、従来からの近隣地域と新たな

開発技術特に徒歩で移動できることに重点を置いた考え

方を結びつけたものである。道路が本来持っている歩行

者と車の共存といった考え方を復活させようとするもの

である。またその時代の生活スタイルにマッチした地域

的な建築技術の活用に重点を置いている。 
通勤輸送手段を中心にした開発とは、交通混雑の解消

と環境保護のために、地下鉄駅近辺やトロリーバス沿線、

ライトレール沿線に高密度で土地利用混在型のコミュニ

ティーを開発しようとするものである。 
自然環境保全を中心にしたサブディビジョン開発と

は、典型的には、地方又は大都市郊外のさらに周辺地域

において実施されており、その地域の文化と自然の資源

を保全し復興することに重点をおくものである。この開

発の基本計画では、グリーンスペースの大ブロックを保

護するために、住宅は一団地毎にまとめる。そうするこ

とによって人と自然の調和を図ろうとしている。 
スマートグロース開発とは、他の開発タイプによって

推奨されているアイディアを多く取り入れ、既存のコミ

ュニティーの中又は近辺において新規建設又はリノベー

ションを実施する。 
グリーンビルディングデザインとは、ビルディングの

設計、建設資材及び建設において、資源効率を強調する

考え方である。技術上のチェックリストというよりは全

体論的アプローチであることが強調されている。また建

設資材と健康との密接な関係についても強く認識されて

いる。 
持続可能な開発とは、これまでの開発概念を一つに収

斂させたものである。開発戦略がいずれのものであるか

にかかわらず、この開発計画が成功するか否かは、計画、

設計、建設、マーケティング及び維持管理の全過程の中

に、統一的なグリーンの原則と実施が完全に組み込まれ

ているかにかかっている。 
 
持続可能な開発への障害 
 
持続可能な開発は、確かにエネルギー消費を削減する

ものである。土地のより有効な活用、交通輸送手段の選

択肢の一層の拡大、インフラコストの削減、そしてコミ

ュニティーの自然景観、歴史、エコシステムの尊重を実

現しようとしている。しかしこのように多くの利益があ

るにもかかわらず、米国内の最近の開発の中でもそのシ

ェアーはごくわずかであるといわざるを得ない。その原

因は、持続可能な開発の原則を適用しようとすると、従

来型の開発と比較して、困難な問題がしばしば多発する

からである。 
しばしば発生する障害を例示すると、硬直的な地方公

共団体の土地利用規制、時代遅れの市場評価、高い開発

及び権利移転コスト、決まりきった融資基準、アメニテ

ィーのない高密度開発などである。 
ほとんどの地方公共団体のゾーニング、サブディビジ

ョン及び土地利用規制は、住宅なら住宅のみの単一の土

地利用を目的とした開発には容易かつ迅速に適用される。

例えば、土地利用規制は、住宅、商業施設、オフィスの

分離を義務付けているのが一般的であり、また、一区画

の面積や道路の幅員などについては柔軟性を欠いた適用

がなされる。地方公共団体の開発の担当者は、自然保全

の開発、グリーンビルディング、土地利用の混合、歩行

者に優しい街路その他持続可能な開発のコンセプトを奨

励するために、ゾーニングやサブディビジョン規制をよ

り柔軟的に適用するべきであるとする意見が多い。 
しかしこのような公共団体側の改革は、問題の一部に

すぎない。持続可能な開発という考え方は、一部のディ

ベロッパーや建築業者にとっては、まったく未知の分野

でありまたリスキーであると認識されている。一部の消

費者の新しい考え方に対する時代遅れの認識が、現在の

市場や人口動態分析に影響して、ディベロッパーがこの

ような変化を正しく察知することを妨げているといえよ

う。２００３年の「Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ Ｂｕｉｌｄｅｒ」誌の記事による
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と、住宅購入者の９０％はグリーンビルディング工事にか

かった費用は負担してもいいと回答し、２０％は１万ドル

の価格増も受け入れるとのことである。しかし同じ質問

を建築業者にすると、この数字は５０％以下となるとのこ

とである。このような住宅購入者の態度と建築業者の認

識の乖離が、ディベロッパーを持続可能な開発からしり

込みさせているといえる。 
開発の環境影響評価のための経費や用地取得費が高く

なり、そのため建築物の用地費及び建築費の増加は避け

られない。これも障害の一つである。例えば、既成市街

地の低未利用地の不足は、スマートグロースの開発費用

を増加させ、開発過程を複雑にする可能性が高い。この

ような土地を利用して実施される開発プロジェクトを、

融資を受けて実行可能なものにするためには、州及び地

方公共団体による、例えば、歴史的建造物の再利用、ブ

ラウンフィールドの再開発、中心市街地の再活性化事業

の実施、大量輸送機関を重視した開発事業の実施などに

対する誘導方策が必要となる。 
この開発に類似したものはこれまでなかったので、第

二次金融市場及び銀行融資においてファンドの形成が非

常に困難である。通常銀行融資は一定のフォーミュラに

従って実行されるので、標準的な型にはまった開発行為

のみが円滑に融資が受けられる。 
既成市街地の低未利用地開発及びグリーンフィールド

開発などの多くの価値ある開発が、地域住民の反対にあ

う可能性がある。地域住民は、コンパクト開発をすると、

望ましくない隣近所が追加されるようなものだと考える

ことがある。しかし、これは高密度のプロジェクトは、

多くの場合、既存の公的施設を利用するだけで、これに

対するなんらの追加的な改善措置をとらないからという

こともある。グリーンスペースと地域住民が集まるよう

な施設をうまく取り込んだ高密度プロジェクトであれば、

既存住民も快く受け入れるのではないか。それは、多く

の人々は、近隣地域の性格が敷地の規模よりは重要なも

のであると考えているからである。 
 
持続可能な開発の利益 
 
グリーンビルディングや持続可能な開発というコンセ

プトは、知られるようになってからかなりの年月が経つ。

しかし市場で牽引力を持つようになったのはごく最近の

ことである。環境保護省、エネルギー省、Ｕ．Ｓ．Ｇｒｅｅｎ 

Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｃｏｕｎｃｉｌ及びＮＡＨＢから公表されているガイ

ドラインは、持続可能な開発についての基本的な原理や

持続可能性に関する規準を明らかにしている。さらに、

連邦、州及び地方公共団体は、持続可能な開発を奨励す

るために補助金の交付や税額控除の措置をとっている。

さらにエネルギー効率やグリーンビルディングの技術を

義務付ける法律を提案している。またマスコミもグリー

ンビルディングや持続可能なライフスタイルに関心を持

ち始め、これについての報道も多く見られるようになっ

た。 
他方ディベロッパーや建築業者は、なぜこのような開

発を手がけるようになったかであるが、一つの理由は、

ある開発会社の社長の話によると、評判が良くなるから

ということである。同社長によると、グリーンビルディ

ングを手がけることによって会社の評判は良くなるので、

持続可能なコミュニティーの開発はビジネスの拡大に有

利である、言い換えれば、これは新たな開発事業の機会

を作ることが出来るとのことである。具体的には、この

会社は持続可能なコミュニティーを開発する業者である

というと、土地、資本そしてトップクラスの人材にアク

セスすることが出来るとのことである。特に若い優秀な

人材は、その分野で評判が高く、その業界の先頭に立つ

ような会社に惹かれるとのことである。同様に、持続可

能性にコミットすると、利益や権利を受ける資格取得の

過程が容易になるようである。この会社は、本社のある

ユタ州から「Ｃｌｅａｎ Ｕｔａｈ Ｃｅｒｔｉｆｉｃａｔｅ」を授与されて

いるが、これによって、規制上の許認可を受けるのが簡

便になり、融資条件も有利となって、その結果として投

資のリターンも良くなるとのことである。 
 
市場での優位性 
 
持続可能な開発は最近大きく変化している。カリスマ

的な環境保護運動として始まったものが、現在では米国

不動産業において急速に成長している一つのセクターと

なっている。ディベロッパーや建築業者は、利益をもた

らす専門分野として、高質で高性能の建築物とコミュニ

ティーを開発することが出来ることを証明している。グ

リーンビルディングは従来型のものと比較して高く売れ

るし、また、リースも速く借り手がつく。つまりそれは

他の不動産業における販売努力よりも市場での優位性が

高いということである。今後地球温暖化、ガソリンへの

エネルギー依存とその価格上昇及び住宅の冷暖房に対す

る懸念が増大する中で、グリーンビルディングと持続可

能なコミュニティの開発の市場での優位性は益々増加す

ることは間違いなかろう。 
グリーンビルディングはディベロッパーの評判を良く

することは前述したが、それ以外に具体的に有利な点を
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上げると次のようなことがある。屋内の大気の質の改善、

外国原油への依存の減少、建設廃材の減少、エネルギー

効率の向上と運営コストの低減、建設資材の節減、税額

控除や補助金による開発コストの低減、インフラコスト

の低減、許認可の円滑化、そして市場での優位性の向上

である。 
持続可能なコミュニティーの開発の実施は、全国的に

信頼を獲得しつつある。今日、州や地方公共団体の開発

担当者や建築部局は、社会全体に裨益するという考えの

下に、グリーンビルディングを施工できるディベロッパ

ーとは積極的に協力して仕事を進めることがしばしばあ

るといわれている。 
 
（“Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ”，Ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｐｌａｎｎｅｄ  

Ｃｏｍｍｕｎｉｔｉｅｓ ｐ．２－１３，Ｂｙ Ｅｄｗａｒｄ Ｔ．Ｍｃｍａｈｏｎ，Ｕｒｂａｎ 

Ｌａｎｄ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ，２００７） 
 
 
（２）ＬＥＥＤ：全国グリーンビルディング規準 

 
全国規模の非営利団体であるＵｎｉｔｅｄ Ｓｔａｔｅｓ Ｇｒｅｅｎ 

Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｃｏｕｎｃｉｌは、新築又は既存のビルディングを、

その環境上の特質及び持続可能な特徴によって格付けを

するＬＥＥＤシステムを開発した。現行のＬＥＥＤ認定プロ

グラムは、住宅、学校及び近隣開発のパイロットプログ

ラムのみならず新築、既存のビルディング、商業インテ

リアなどを対象にしている。このうち新築ビルディング

ＬＥＥＤ（ＬＥＥＤ－ＮＣ）が最も広く活用されている。そ

れは六つのカテゴリー別に、定められた評価方法によっ

て評点される。六つのカテゴリーとは、持続可能な立地、

水効率、エネルギーと大気、資材と資源、室内環境の質

及びイノベーションとデザイン過程である。ＬＥＥＤは、

所与の立地及びプロジェクトにとって最も効率的で適切

な持続可能な建築方式を選択することを許容する。得点

の多少によって、ＬＥＥＤ認定のレベルが決定され、保証

レベル、銀、金及びプラチナレベルの四つに分かれる。 
近年、このＬＥＥＤがグリーンビルディングについての

最も広く知られた全国的な規準となり、その認定数も急

増している。２０００年のＬＥＥＤ認定の全建設着工額は、

７億９２００万ドルと推計されている。２０００年から２００３

年にかけて全建設着工額は、約５０％減少したが、グリー

ンビルディングに認定された建築物の建設着工額は、上

昇を続けた。２００６年におけるグリーンビルディング建

設着工額は、７２億ドルを超えた。現在、全国で、ＬＥＥＤ

登録中の建築物が４６００件、ＬＥＥＤ認定済みが６００件ある。

州や地方公共団体は、ＬＥＥＤを実施するための法的措置

をとるところが徐々に増え、当初は公共建築物が対象で

あったが、ごく最近では大規模な私有の建築物にも対象

を拡大しているのが全般的な傾向である。 
 
ＬＥＥＤ認定証を得るためのコスト 
 
グリーンビルディングの建設は高くつくという一般的

な認識がある。しかし最近の調査によれば、ＬＥＥＤ認定

証を得るための経費は必要最小限のものであると言われ

る様になった。ＬＥＥＤ認定証を得るための経費は、プロ

ジェクトタイプ、立地、チームの経験など多くの要素に

よって異なる。認定証のレベルが上であれば、コストも

高くつく。一般的に、設計の段階から、持続可能なビル

ディングの建設戦略とＬＥＥＤ認定取得とが一体的に実施

されれば、グリーンビルディングの建設は、低コストで

済む。またこの分野の経験を積み重ねていけば、コスト

は徐々に低減していく。 
調査会社、設計事務所、ディベロッパーは、グリーン

ビルディングの建設、ＬＥＥＤ認定の取得のコストがどの

くらい掛かるかを調べているが、なかなか苦労が多いよ

うである。つい最近までは、従来型のビルディングとグ

リーンビルディングのコストの違いを明らかにするデー

タもほとんどなかった。 
２００４年のＤａｖｉｓ Ｌａｎｇｄｏｎ調査によると、６３件の従来

型のビルディングとグリーンビルディング建設コストの

比較を実施した結果、１平方フィートあたりのコストに

統計的に有意義な差はなかったようである（「Ｃｏｓｔｉｎｇ 

Ｇｒｅｅｎ： Ａ Ｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅ Ｃｏｓｔ Ｄａｔａｂａｓｅ ａｎｄ  

Ｂｕｄｇｅｔｉｎｇ Ｍｅｔｈｏｄｏｌｏｇｙ」）。このような結果は、設計

上持続可能なビルディングのコストが、学校、図書館、

試験所のように同じカテゴリーの中で比較検討されてい

るので、当然なことであるといえるかもしれない。 
また、異なった立地、異なった時期、異なった目的に

建設された同じようなグリーンビルディングの建設コス

トを比較してみても、一件のプロジェクトのグリーンの

コストはどのくらいであるかを厳密な意味で計算するこ

とは出来ない。 
現実の建設コストと特定のプロジェクトのモデルの建

設コストの双方を利用しながら、グリーンのコストの算

出に挑戦した２件の調査によると、「グリーンプレミア

ム」（“Ｇｒｅｅｎ Ｐｒｅｍｉｕｍｓ”）、即ち、従来型のビルディン

グのコストと比較して上乗せとなったコストは、０％か

ら６％であったとのことである。またグリーンプレミア

ムの平均は、約２％であったとのことである。 
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グリーンビルディングの利益 
 
グリーンビルディングは、プロジェクトの生涯にわた

って財政上の利益をもたらす。グリーンビルディングへ

の投資は、初期のコストの２０倍もの「グリーンプレミア

ム」（“Ｇｒｅｅｎ Ｐｒｅｍｉｕｍ”）、即ち、財政上の利益をもた

らす。２００６年に刊行された「Ｇｒｅｅｎｉｎｇ Ａｍｅｒｉｃａ’ｓ  

Ｓｃｈｏｏｌｓ： Ｃｏｓｔｓ ａｎｄ Ｂｅｎｅｆｉｔｓ」によると、グリーン

校舎を建設すると平均的に年間１０万ドルの節約が可能

となり、これは二人の教師を雇用するコストに匹敵する。

校舎のグリーン化のための初期投資に１平方フィート当

たり３ドル（１平方メートルあたり３２ドル）を支出した

場合に、２０年の間には、エネルギー節約分だけで１平方

フィート当たり９ドル（１平方メートル当たり９７ドル）

の利益が生じるとのことである。グリーン化設計は、健

康的で快適な空間の創出を強調しており、これは、労働

者の生産性を向上させたり、学生の試験の評点をあげた

り、長期的には個人及び企業の収入を増加させることに

よって財政上の利益をもたらすといわれる。 
州や企業の競争力強化やリサイクル、排気ガスなどの

分野で、グリーンビルディングのもたらす利益を量的に

把握することは困難であるが、それでもその所有者や利

用者、周辺コミュニティーに利益がもたらされることも

事実である。このようにして今では、ビルディングのグ

リーン化は、環境にとって好ましいだけでなく、財政上

も思慮に富む選択であることが明らかになってきたとい

える。 
（“ＬＥＥＤ： Ａ Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｇｒｅｅｎ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｓｔａｎｄａｒｄ”，Ｂｙ 

Ｒｉｃｈａｒｄ Ｆｒａｎｋｏ，Ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｐｌａｎｎｅｄ  

Ｃｏｍｍｕｎｉｔｉｅｓ，ｐ．９８，９９，Ｕｒｂａｎ Ｌａｎｄ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ，２００７） 
 
 
（３） グリーンインフラストラクチャー 

 
持続可能なコミュニティーの主要な特質の一つは、合

理的かつ健全なグリーンインフラストラクチャー、即ち、

自然の土地と人工の公共施設の双方から構成されるオー

プンスペースである。このネットワークは、大河川から

住宅の裏庭の小さい水溜りまで、また、市の管理するス

ポーツパークから市街地の空地までの自然又は人工の営

造物を包含するものである。またこれは、利用されずに

残った土地を寄せ集めたものではなく、環境と人間に利

益をもたらす相互に関連性を持ったオープンスペースの

グリーンインフラストラクチャー体系というべきもので

ある。 

健全なグリーンインフラストラクチャーは、「ハブ」と

「リンク」から構成される。ハブはグリーンインフラス

トラクチャーネットワークの拠点となり、野生生物と生

態系の過程の発生地と目的地となる。またリンクはシス

テムを一体として結びつける。新設又は再開発されるコ

ミュニティーは、立地の性格、その自然のシステム、結

び付けられる周辺のオープンスペースなどによって左右

されるが、ハブとリンクの双方を持たなければならない。

グリーンインフラストラクチャーは、例えば、従来の市

の管理する公園やレクリエーション施設とは主として次

の三つの点で異なる。それは単にレクリエーションでは

なく生態系を重視する。それは地域全体のより広いシス

テムの一部となる。それはコミュニティーと近隣レベル

における成長と都市化の枠組みを提供する。 
 
グリーンの点の連結 
 
グリーンインフラストラクチャーは結び付けられてこ

そインフラストラクチャーといえるのであって、結び付

けられていなければ生態系上ほとんど価値はないといえ

る。連結されてはじめて、部分の合計ではなく、全体と

しての価値が生じるものである。それは公共の分野の役

割を確立し、自然界の生態系を支えるものとなる。 
ほとんどのコミュニティーにおいては、開発されずに

残されている自然の土地があるものである。それは公式

には保全地域とでもいわれているが、実際は、地形上、

経費上、開発許可を取得する上からも、開発に魅力がな

い場合が多い。このような現存の生態系の宝庫こそがグ

リーンインフラストラクチャーの主要なアンカーと見る

べきである。このような自然の残された土地は、従来か

らも、しばしば、地方公共団体によって人間活動と生態

系が共存しうる大規模な地域公園として活用されてきた

ところである。例えば、Ｓｔａｐｌｅｔｏｎ（コロラド州）は、

かつてデンバー空港が所有していた土地に新規開発され

たコミュニティーであるが、そこの公園システムは隣接

する自然の残された土地と連結して一連のオープンスペ

ースを形成している。 
十分な検討をへて連結され保全されたオープンスペー

スは、たとえ売却用の土地がそのために減ったとしても、

結局はその開発プロジェクトにかなりの利益をもたらす。

不動産の購入者に対する意向調査によっても、最近では

常に、アメニティーのうち最も重視するものとして自然

の残された土地とウォーキングトレイルが一位と二位に

あげられる。実際のところ、かなりの広さの自然の土地

を保全した開発は、１５％から３５％のプレミアム付きで売
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却できたケースもしばしばみられる。 
 
（“Ｇｒｅｅｎ Ｉｎｆｒａｓｔｒｕｃｔｕｒｅ”Ｂｙ Ｓｔｅｖｅｎ Ｋｅｌｌｅｎｂｅｒｇ，Ｄｅｖｅｌ- 

ｏｐｉｎｇ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｐｌａｎｎｅｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｔｉｅｓ，ｐ．４５－４７， 

Ｕｒｂａｎ Ｌａｎｄ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ，２００７） 
 
 
２．責任ある不動産投資戦略 

 
米国の不動産業経営者に対する最近の意向調査による

と、不動産投資や開発事業において経済的、社会的、そ

して環境的な価値に関してその成功の程度を測る「トリ

プルの最終損益」というビジネスアプローチの採用に注

目が集まり始め、不動産業経営者は、責任ある不動産投

資に対してのかなりの関心を示すようになった。 
 
この意向調査は、Ｕｒｂａｎ Ｌａｎｄ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅの共同スポ

ンサーで、アリゾナ大学のＧａｒｙ Ｐｉｖｏ教授によって

２００６年１１月から２００７年１月にかけて行なわれたもの

である。それは、約１，５００の不動産株を保有するペンシ

ョンファンド、不動産投資信託（ＲＥＩＴ）、不動産経営会

社（ＲＥＯＣ）、ファンド・マネジメント会社とディベロ

ッパーの最高経営責任者あるいは不動産投資担当者に調

査票が送られて実施された。 
 
回答者の８０パーセント以上が、その組織が、社会的、

環境的な問題に対しては法的な必要最小限の要求を越え

て対応していることを示した。そして回答者の９０パーセ

ントが、ビジネス戦略として、社会的、環境的なゴール

を追い求めることは将来いっそう重要になるであろうと

いうことに同意した。ＵＬＩのＳｅｎｉｏｒ Ｒｅｓｉｄｅｎｔ Ｆｅｌｌｏｗ

であるＳｔｅｐｈｅｎ Ｂｌａｎｋ氏によれば、この調査結果は、不

動産業経営者が不動産投資の選択にあたって、「そもそも

仕事は、正しいことをやることによって、順調にやるこ

とができるのだ。」ということにますます確信を強めてい

ることを示しているとのことである。「我々はこのような

態度への確かな移行を見ている。」と彼が言った。 
 
ＲＰＩと呼ばれる責任ある不動産投資（Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｌｅ  

Ｐｒｏｐｅｒｔｙ Ｉｎｖｅｓｔｉｎｇ）は、数年前に企業社会の中で始ま

った社会的に責任がある投資の派生物である。それは、

エネルギー効率向上の規準を満たす建築物の資金調達や

開発よりはるかに多くをカバーする広範な動きであると

説明して、Ｂｌａｎｋ氏は次のように語った。「これは、「グ

リーン」を買うということ以上のことを意味する。ＲＰＩ

は、長期にわたって健全なコミュニティーと環境に寄与

するすべてのビジネス活動を行なうことを意識的に決断

することに関わりがある。」 
 
例えば、ＲＰＩをその業務の実施に適用している会社は、

既存の建築物に投資して、エネルギーの使用を節減し、

そしてその環境に及ぼす影響を減らすために修復するこ

とをいとわないであろうし、また、このような会社は、

同時に、従業員やテナントによる環境上責任があるコミ

ュニティー志向の行動を、奨励する傾向があるであろう

とＢｌａｎｋ氏は語る。 
 
報告書で、Ｐｉｖｏ教授は、「ＲＰＩは、不動産投資で利益を

上げる中で、生態系の健全性、コミュニティー開発、あ

るいは人の満足感に寄与するいろいろな努力を包含する。

持続可能な、責任ある投資家が、良き雇用者であろうと

努め、近隣地域の改善に熱心になり、天然資源を節約す

る努力をし、あるいはいっそう公正な社会の実現に努め

ることになる。」と書いている。 
 
環境保全が当面、実行されているＲＰＩ経営戦略のうち

最も広く行き渡ったものである。回答者の５７パーセント

が、その所有するか、あるいは管理する不動産でエネル

ギー節約、水質保全、リサイクルを促進していると回答

した。回答者の４７パーセントが、その所有又は管理する

不動産になんらかの利害関係を持つ、近隣地域の組織、

労働組合あるいは環境保護団体などの組織と交流がある

と回答した。回答者の４４パーセントが、その会社の経営

方針の中でコミュニティー、人材、あるいは環境保全に

ついて触れられており、また４３パーセントが、その戦略

的計画において社会的、環境的な問題に注意を払ってい

る。 
 
調査対象者は、不動産開発投資において、修復や再活

性化、土地やエネルギーの保全にどの程度の重点を置い

ているかについて質問された。回答者の６３パーセントが、

既成市街地の低未利用地の利用又は不動産の修復に投資

したことがあると回答し、また１６パーセントが、このよ

うな投資を考慮中であると回答した。また回答者の５３パ

ーセントが、公共輸送機関の利用に指向した開発に投資

したことがあると回答し、また１５パーセントが、そのよ

うな開発を計画中であると回答している。回答者の３６パ

ーセントが、グリーンビルディング建設に投資している

と回答し、３１パーセントが、そのような計画を持ってい

ると回答した。３３パーセントが、ブラウンフィールドの
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開発に投資したことがあると回答し、１６パーセントが、

このような投資を考慮していると回答した。 
 
回答者の３５パーセント以上が、ＲＰＩ戦略が、事業運営

全般にとって効率化と低コスト化に関して有益であるこ

とを認識していると回答している。また３０パーセント以

上が、ＲＰＩ戦略が、潜在的な競争力を提供していると見

て、賢明なビジネス戦略として活用しようとしている。 
 

ＲＰＩ活動に拍車をかけている主なきっかけは、社会的、

環境的な健全性を高めるとする不動産投資が、利益を上

げると考える一部の人によるリスクとリターンへの関心、

競争相手を凌いでビジネス利点を増す機会であるとの認

識、そして道義的責任の達成感が生じるとの認識を生む

ことである。逆に、このようなビジネス上の事柄が、Ｒ

ＰＩ活動の障害となっている面もあると考えられている。

新たな不動産投資のタイプとみなされて融資が十分に受

けられなかったり、テナント側からの要請が不十分であ

ったり、ＲＰＩ活動にうまく適合する用地が全般的に不足

がちであることなどが、具体的な障害と見られている。 
 
このように認識されるＲＰＩ障害にもかかわらず、ＵＬＩ

のＢｌａｎｋ氏は、調査が、持続可能な開発への投資に対し

て参加を始めるか、あるいは拡張しようとする不動産業

経営者が増大していることを示していると指摘した。同

氏は、「潮は方向を変えている。この運動は我々の業界の

未来の発展と成長パターンに対する面白い帰結的意味を

持っている。」と語った。 
 
（“Ｓｕｒｖｅｙ Ｓｈｏｗｓ Ｉｎｔｅｒｅｓｔ ｂｙ Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅｓ 

ｉｎ Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｌｅ Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ Ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓ” Ｎｅｗｓ，Ｕｒｂａｎ  

Ｌａｎｄ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ，Ｍａｙ ２，２００７） 
 
 
３．グリーンＲＥＩＴ 

 
（１）成長するグリーン：環境に優しいビルディングの

建設が維持管理費を大幅に節減し、投下資本利益率を増

加させ、そして資本価値を増加させている 

 
リサイクルカーペット、蛍光灯、モニターされた照明

などの省エネルギーの装置が周辺に多くなってきており、

ＲＥＩＴ業界もグリーンを重視してきている。 
ＲＥＩＴ経営者にとっての最大の課題の多くは、経費を

節減し、テナントの要求に答え、株主を満足させること

であるが、これは持続可能性というソリューションを採

用することによって解決される可能性がある。例えば、

エネルギー効率のいい暖房、換気、空調システムの採用

一つをとっても、ＲＥＩＴ経営者にとっては維持管理経費

を節約し、純営業利益を上昇させることになる。 
Ｌｉｂｅｒｔｙ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ Ｔｒｕｓｔ社、ＰｒｏＬｏｇｉｓ社及びＳｉｍｏｎ 

Ｐｒｏｐｅｒｔｙ Ｇｒｏｕｐ社は、ＲＥＩＴ業界をこの持続可能な資産

の世界へと先導している。Ｓｉｍｏｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ社は、優れ

た持続可能なエネルギー節約対策を取り入れたことによ

り、２００６年ＮＡＲＥＩＴ金賞（照明部門）を受賞し、

ＰｒｏＬｏｇｉｓ社はブロンズ賞を受賞した。Ｓｉｍｏｎ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ

社は、２００３年以来のエネルギー節約によって２００７年に

おいて１５００万ドルのエネルギー節約が可能となった。

２００８年には、同社は、保有する３００のショッピングモー

ル全てに対策を実施する計画である。 
ＰｒｏＬｏｇｉｓ社は、エネルギー効率の高い照明設備によっ

て、テナントの光熱費を２５％から３５％節減している。

同社のグローバル開発担当の常務取締役のＪａｃｋ Ｒｉｚｚｏ

氏は、「テナントの光熱費を節減することによって、わが

社の競争力を向上させることが出来る。」と語る。 
Ｌｉｂｅｒｔｙ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ社は、保有しているビルディングの

グリーンリノベーションを施すことによって、水消費量

を３０％、暖房、換気、空調費を３０％から４０％節減する

ことが出来たとのことである。 
 
投資家もグリーンに関心を示す 
 

ＲＥＩＴは、エネルギー効率の向上などの環境保全策の

実施によって投資家の関心をひきつけている。ＰｒｏＬｏｇｉｓ

社によれば、最近の投資家は、持続可能性イニシアティ

ブを採用する会社を好むとのことである。また同社の投

資家関係担当副社長のＭｅｌｉｓｓａ Ｍａｒｓｄｅｎ氏は、「機関投

資家から社会的責任を担う投資ファンドに関心が集まっ

ている。」と語る。 
投資調査アドバイザー会社のＩｎｎｏｖｅｓｔ Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ  

Ｖａｌｕｅ Ａｄｖｉｓｏｒｓ社の調査部長のＭａｒｃ Ｂｒａｍｍｅｒ氏は、

不動産会社は近年ますます環境問題を避けることは出来

なくなってきている。「何故ならばエネルギーコストが今

後ますます増加して採算性を悪化させているからであ

る。」と語る。換言すれば、エネルギーコストの上昇がこ

れからはテナントに転嫁することが困難になってくると

いう見通しがあるということである。その時点でエネル

ギーコストは純営業利益に切り込んでくる。唯一つの解

決策がエネルギー効率化システムを取り入れる修復工事

の実施である。これはまさにテナントも投資家も望むこ
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とである。 
Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐ Ｓｍｉｔｈ Ｂａｒｎｅｙ社のフィナンシャルアド

バイザーのＢｒｕｃｅ Ｍ．Ｋａｈｎ氏は、今日では、投資額１２

ドルにつき１ドルは、何らかの形で社会的責任を果たし

ていると認められた会社に投資されているとのことであ

る。同氏は、「ＲＥＩＴに関しては、どの程度その社会的貢

献及び環境保全上の貢献を果たしているかを評価してい

る。この分野は年間約１８％成長している。」と語る。 
 
グリーンビルディングがグリーンを救う 
 
連邦政府環境保護庁の調べによれば、典型的なオフィ

スビルデイングの管理経費の三分の一はエネルギーコス

トである。同庁の商業用不動産部門全国プログラムマネ

ジャーであるＳｔｕａｒｔ Ｂｒｏｄｓｋｙ氏は、「このようなコスト

はそれほど管理が難しいものではない。」と語る。Ｓｉｍｏｎ 

Ｐｒｏｐｅｒｔｙ社は、このような環境保護庁の考え方に沿って、

エネルギーコストの節減を図り、テナントである商店の

買物客の安全と快適性を確保している。 
 
テナントもグリーン志向 
 

ＰｒｏＬｏｇｉｓ社によれば、テナントもリースしているビル

ディングに対して持続可能性とエネルギーコスト低減を

望んでいる。Ｒｉｚｚｏ氏は、「わが社の大半のテナントは、

持続可能性イニシアティブに協力的であり、わが社もテ

ナントがそのグリーン目標を達成することに協力した

い。」と語る。 
オフィスや商業施設のテナント側から持続可能性問題

を持ち出すことも多く見られ、ビルディング管理会社の 
Ｊｏｈｎｓｏｎ Ｃｏｎｔｒｏｌｓ Ｉｎｃ．社の商業用不動産部長である 
Ｊｏｈｎ Ｆｌｅｍｉｎｇ氏は、「しばしばＲＥＩＴから５０万平方フィ

ート以上のスペースをリースしているようなテナントは、

そのテナント会社の持続可能性イニシアティブの一環と

して、家主に対して２０％のエネルギー消費節減を要求し

ていく場合もある。」と語る。 
家主にグリーンビルディング建設を推奨するため、環

境保護庁は「Ｐｏｒｔｆｏｌｉｏ Ｍａｎａｇｅｒ」というソフトを無料

で提供している。同庁のＢｒｏｄｓｋｙ氏は、Ｐｏｒｔｆｏｌｉｏ 

Ｍａｎａｇｅｒは、家主に対して、エネルギーコストを削減す

ると維持管理経費をどの程度を節約できるかを理解する

のを助けるものである。家主は将来のテナントと、エネ

ルギー効率向上システムを持つビルディングは在来型の

冷暖房換気システムを持つものよりもレントコストが少

なくて済むという事実を共有することが出来る。」と語る。

同氏はさらに、「環境保護庁の調査によると、エネルギー

効率向上のために投資された１平方フィート当たり１ド

ルは、そのビルディングの市場価値を１平方フィート当

たり２ドルから３ドル増加させる可能性がある。」と語る。 
 
エネルギー価格の上昇が追い討ち 
 
エネルギー価格の上昇が、持続可能なビルディング建

設への傾向を助長している。 
Ｒｉｚｚｏ氏は、１９７０年代と１９８０年代のオイル不足の時

には、エネルギー効率向上ビルディングの動きは、エネ

ルギー価格が低下するに従って下火になったが、今回の

持続可能性イニシアティブは、オイル価格が１バレル当

たり７５ドルの水準にあるということが重要である。「当

時、人々はエネルギーの保全について真剣であったが、

オイル需給が緩和して、再び大型車に逆戻りした。今回

こそはいよいよ環境保全を最優先させるときが来たと信

じている。」と同氏は語る。 
全国的な非営利団体であるＵ．Ｓ．Ｇｒｅｅｎ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ  

ＣｏｕｎｃｉｌのＬＥＥＤシステム担当副会長のＴｏｍ Ｈｉｃｋｓ氏

は、持続可能性についての活動は、長期間にわたって効

果を発揮するものであり、「テナントにとっての経費節約、

ビルディング所有者にとっての純営業利益の上昇に加え

て、そのような活動は、多くの調査によると、優秀な人

材をひきつけることによって労働生産性を向上させるこ

とが出来ることが明らかにされている。」と語る。 
理由はともあれ、エネルギーの保全は、テナントのみ

ならず不動産所有者にとっても一つの抜かりのないビジ

ネスとなってきている。ＲＥＩＴ業界では、向こう２年く

らいは、利益を上げながらグリーンが流行し、今その出

発点に立ったばかりであるといわれている。 
 
州又は地方公共団体におけるＬＥＥＤ規準の採用例 
 
多くの州や地方公共団体が、ＬＥＥＤ規準を規定に取り

入れたビルディングコードを採用するようになってきた。

ＬＥＥＤとは、簡単に言うと、五つの健康と健全な自然環

境に関する分野における持続可能性促進のガイダンスを

定めたものである。五つの分野とは、持続可能な宅地開

発、節水、エネルギー効率、資材選定及び室内環境の質

である。 
環境保護庁の全国プログラム部長のＳｔｕａｒｔ Ｂｒｏｄｓｋｙ

氏は、「全国的に不動産市場で現在起こっていることは、

地方公共団体が自然環境の保全にいかに役立つかという

ことを評価するのにＬＥＥＤという計測できる規準を使用 
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州又は地方公共団体名 ＬＥＥＤ規準の採用など 
 
ボストン 
（マサチューセッツ州） 
 

５万平方フィート以上の新

築又は修復プロジェクト 

コネチカット州 ＬＥＥＤの定めるシルバービ

ルディング以上の規模の商

業用施設の新築又は修復プ

ロジェクト 
 

Ｓｕｆｆｏｌｋ郡 
（ニューヨーク州） 
 

ＬＥＥＤ採用を立法化 

メリーランド州 州の施工する建築プロジェ

クト 
 

ワシントンＤＣ ５万平方フィート以上の商

業用施設の新築又は修復プ

ロジェクト（２０１２年１月施

行） 
 

Ｃｈａｔｈａｍ郡 
（ジョージア州） 

ＬＥＥＤ認定書があれば課税

優遇 
 

Ｓａｒａｓｏｔａ郡 
（フロリダ州） 

請負業者に対して建設認可

手数料の５０％を免除 
 

Ｃｏｏｋ郡（イリノイ州） ＬＥＥＤ採用を立法化 
 

アーカンソー州 州の施工する建築プロジェ

クト 
 

ルイジアナ州 提案中 
 

ワシントン州 ５０００平方フィート以上の

州の施工する建築プロジェ

クト 
 

ネバダ州 州の施工する建築プロジェ

クトにはＬＥＥＤ認定証を要

する 
 

Ｓａｎ Ｍａｔｅｏ、Ａｌａｍｅｄａ、 
Ｐａｓａｄｅｎａ郡 
（カリフォルニア州） 

ＬＥＥＤ採用の立法化を完了

することが出来ることに気がつきつつあることだ。」と語

る。 
（“Ｇｒｏｗｉｎｇ Ｇｒｅｅｎ，Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌｌｙ ｆｒｉｅｎｄｌｙ  

ｂｕｉｌｄｉｎｇ ｐｒａｃｔｉｃｅｓ ｓｌａｓｈ ｏｐｅｒａｔｉｎｇ ｃｏｓｔｓ，ｉｎｃｒｅａｓｅ 

ＲＯＩ ａｎｄ ｂｏｏｓｔ ａｓｓｅｔ ｖａｌｕｅｓ”，Ｂｙ Ｍｉｃｈａｅｌ  

Ｆｉｃｋｅｓ，Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ Ｐｏｒｔｆｏｌｉｏ，Ｍａｒｃｈ／Ａｐｒｉｌ  

２００７） 
 
 
（２）グリーン投資：持続可能な開発が世界中で投資家

をひきつけている 

 
持続可能な開発は急速に勢いを得ている世界的なイニ

シアティブである。投資家と顧客が収益性を越えて企業

を見、より大きい企業の環境的、社会的な責任を要求す

るにつれて、もう単に「グリーンになる」というもった

いぶった専門用語ではなく、ビジネスの必要条件になっ

てきている。 
 

「２．３兆ドルの資産が、現在、社会的に責任があるファ

ンドのマネージメントの下にあり、投資家がこのような

ことに関する情報を求めている。」とＣｉｔｉｇｒｏｕｐ Ｓｍｉｔｈ 

Ｂａｒｎｅｙ社の富裕層マネージメント担当の副社長である

Ｂｒｕｃｅ Ｋａｈｎ氏が言う。「ＲＥＩＴのなかには、この増大す

る資本源をうまく活用しないものも見受けるが、早晩そ

の重要性に気がつくはずである。」 
 
またＬｉｂｅｒｔｙ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ Ｔｒｕｓｔ社の投資家対策及び広

報担当の副社長であるＪｅａｎｎｉｅ Ｌｅｏｎａｒｄ氏は、同社の持

続可能な開発プロジェクトに対しての投資家の関心の急

上昇が見られると語る。「我々は我が社のグリーンの活動

に関して、頻繁に報道機関や株主から問い合わせを受け

る。人々は、期待するリターンをもたらすと同時に、気

分良く感じることができる会社に投資することに関心を

持つようになった。」と同氏は語る。 
 

持続可能性投資 
 
今年が、Ｄｏｗ Ｊｏｎｅｓ Ｇｌｏｂａｌ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ Ｉｎ- 

ｄｅｘｅｓの８回目の記念の年である。作成された最初の持

続可能性インデックスであるＤｏｗ Ｊｏｎｅｓ Ｓｕｓｔａｉｎａ- 

ｂｉｌｉｔｙ Ｗｏｒｌｄ Ｉｎｄｅｘ（ＤＪＳＩ Ｗｏｒｌｄ）は、持続可能性に

関して世界中で最も大きい２，５００の会社のトップ１０パ

ーセントの会社を含む。それは、１９９５年から持続可能

性投資を専門に扱っているチューリッヒに本店のある独

立の資産管理会社であるＳｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ａｓｓｅｔ Ｍａｎ- 
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ａｇｅｍｅｎｔ（ＳＡＭ）社の独創的な考えの所産である。 
 
「持続可能性が引き合うから、我々は持続可能性投資に

熱心である。」とＳＡＭのＩｎｄｅｘｅｓ担当常務取締役の

Ａｌｅｘａｎｄｅｒ Ｂａｒｋａｗｉ氏が言う。「数年の営業行為の後に、

我々は持続可能性をメインストリームの投資の中に持ち

込むために専門的なベンチマークを持っていなければな

らないということを悟った。」 
 

ＳＡＭ社は、Ｄｏｗ Ｊｏｎｅｓ社に接近し、そして２つの会

社は、ＳＡＭ社が必要な調査研究サポートを提供すると

いう条件で、Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ Ｗｏｒｌｄ Ｉｎｄｅｘを作成するた

めに協力した。会社は、５８の産業グループから、それぞ

れの持続可能性のリーダーとして適正であるか否かの適

合性査定に基づいて選別され、インデックスに組み込ま

れた。この査定において、会社は、気候変化に対する戦

略、エネルギー消費、人材開発、ナレッジ・マネジメン

ト、株主関係及びコーポレートガバナンスのような分野

での活動についての質問を受け、回答した。 
 
ＳＡＭ社は、投資家需要に応じて、現在、持続可能性

ベースの投資プロダクトを組成し、直接インデックスに

リンクされたポートフォリオを運営するためにこのイン

デックスを使用する世界中の資産マネージャーに対して、

インデックス使用を認めている。「金融界では非常に肯定

的な反応があり、需要が増大している。」とＢａｒｋａｗｉ氏が

言う。「企業の側では、ますます多くの会社が持続可能性

インデックスを企業の目標に掲げるようになった。」と同

氏が語る。 
 
世界的に、ＳＡＭ社によってライセンスを与えられた

ファンドマネジャーが、持続可能性ファンドで現在５５億

ドル以上の資金を運営している。機関投資家が主な推進

役を果たしているとＢａｒｋａｗｉ氏が言い、さらに機関投資

家は、「次の四半期報告でどうなるかというよりも、むし

ろ、会社あるいはビジネスの長期のインパクトがどうな

るかということを考慮することによって、投資家として

のいっそうの責任がある見方をとっている。」とのことで

ある。 
 
投資家の関心 
 

Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ Ｐｕｂｌｉｃ Ｅｍｐｌｏｙｅｅｓ’ Ｒｅｔｉｒｅｍｅｎｔ 

Ｓｙｓｔｅｍ（ＣａｌＰＥＲＳ）の広報担当者のＣｌａｒｋ ＭｃＫｉｎｌｅｙ

氏によれば、未公開株式投資家も、持続可能性投資を最

前線にもたらすことにおいて、同じく重要な力となって

いるとのことである。 
 
同氏は、「未公開株式投資家が持続可能性を実証する小

さい会社を探し求めている。」また、「それは一時的な流

行ではない。会社がその投資収益を上げていくうえでも、

天然資源を衰退させるようなことがあってはならないと

いう重大な認識がある。」と語る。さらに同氏は、不動産

投資にとっても、エネルギーの節減など保全対策には利

益があるし、同年金基金のポートフォリオマネージャー

は投資のために代替エネルギーに対しての関心を持って

いる会社を常に探しているし、「それが未来の波であるか

ら、我々はこれへの大きい約束を持っているのである。」

と言う。 
 
Ｇｅｎｅｒａｌ Ｍｏｔｏｒｓ Ａｓｓｅｔ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ（ＧＭＡＭ）

社のような多くの機関投資家は、まだ持続可能性投資の

生存能力を評価している段階である。同社のポートフォ

リオには多くのＲＥＩＴが含まれている。ＧＭＡＭの不動

産と代替投資担当の常務取締役であるＪａｍｉｅ Ｂｅｈａｒ氏

は、会社が収益を最大にすることを最終目標におきつつ

持続可能性投資プログラムを評価しているところである

と言う。ＲＥＩＴについては、ＧＭＡＭ社の不動産部門があ

るグリーンウェーブコンサルタントに委託して、ＲＥＩＴ

の選別の予選段階にあるとのことである。 
 
持続可能性投資に対しての関心が高まっているにもか

かわらず、Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔｓ，ＬＬＣ社の社長

兼ＣＥＯのＪｅｒｏｍｅ ｄｅ Ｂｏｎｔｉｎ氏によれば、それはまだ

「本流から遠い。」とのことである。同社は、多くの欧州

をベースにした大きいグリーンファンドを運営している。

Ｄｅ Ｂｏｎｔｉｎ氏は、現在の投資額の１０ドルのうち１ドル

が社会的に責任があるファンドに与えられると推定する

が、会社がいっそう環境上責任があるという認識を強め

れば、この数字は変化するであろうと信じる。「会社がも

っとグリーンになろうとしている。」、「重要な傾向が、株

主の利益ために、会社の環境に対するイメージを改善す

るはずである。」と同氏が言う。 
 

Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐ Ｓｍｉｔｈ Ｂａｒｎｅｙ社のＫａｈｎ氏は、持続可能

性についての報告が、グリーンの会社はより良い企業価

値を持っていると見る個人投資家や機関投資家に対して、

その企業価値を金銭に翻訳する役割を持っていると言う。

「投資選択において、彼らは、ビジネスリスクと自分自

身の価値観との比較考量をする。」と同氏は語る。さらに
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同氏の経験と研究で、エネルギー効率がＲＥＩＴの環境上

の責任のレベルを評価するうえで投資家が最重要視する

傾向がある。また投資家は同じくＬＥＥＤの認証に関心を

持っている。その理由は、持続可能な都市開発やコミュ

ニティー開発のようなより広範囲の持続可能性を認証の

対象にしているからである。 
 
グリーンのゴールを達成する 
 

Ｇｌｏｂａｌ Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ（ＧＲＩ）は、国際連合の

Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｐｒｏｇｒａｍｍｅによっ

て後援されており、企業に対してが社会的に意義のある

投資をしようと考えている投資家の期待を満たすのを手

伝うことを専門に行なっている非営利団体である。ＧＲＩ

は、２０００年から持続可能な開発報告書を作成するため

の国際ガイドラインを公表してきている。 
 
同団体によれば、ガイドラインは企業の活動、製品及

びサービスの経済的、環境的、及び社会的な影響に関す

る自発的な報告書を作成するためのものである。このガ

イドラインは、環境への影響、労働慣行、人権と製造責

任のような分野における企業のパフォーマンスを８０項

目に分類してその規準を設定したものである。このガイ

ドラインに沿ってそのパフォーマンスの持続可能性に関

する報告書を作成しようとする企業は、Ａ、Ｂ、Ｃ（Ａが

最も厳正である。）の三段階に分けて報告書作成の申請を

同団体に対して行う。ガイドラインは、業界の特殊性も

考慮して作成されており、不動産業向けのものは現在の

ところ作成の作業中であるとのことである。 
 

ＧＲＩとしては、この持続可能性に関する報告書は、会

社の年次財務報告書に企業カルチャーの一部として掲載

されることを期待している。現在までのところ世界で約

２２００の企業がＧＲＩ報告を採用している。 
 
米国でのＧＲＩ報告はまだ始まったばかりであると

Ｋａｈｎ氏が言う。ファンド・マネジャーが、ＧＲＩガイド

ラインよりむしろ、種々のＤｏｗ Ｊｏｎｅｓ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ 

Ｉｎｄｅｘｅｓを使っているのが現状であるとのことである。

Ｋａｈｎ氏は、会社の環境政策についての公表に対する投

資家（特に機関投資家）からの要請が、企業の持続可能

性報告作成のモチベーションであろうと信じる。 
 
動き始めたＲＥＩＴ 
 

２００６年４月に、世界最大の流通施設を所有、運営、

開発しているＰｒｏＬｏｇｉｓ社が、ＧＲＩ規準に従って持続可能

性報告を公表した米国で最初の不動産会社になった。 
 
去年、同社は、２２億ドルをかけて新しい流通センター

をアジア、欧州、北米市場において建設したが、これは、

ＧＲＩ報告ガイドラインに沿ったものであるとのことであ

る。ＰｒｏＬｏｇｉｓ社が現在正式のＧＲＩ報告システムに参加す

る唯一のＲＥＩＴであるが、ある投資家ニューズレターに

よれば、もっと多くの会社がそう遠くない将来にこのＧ

ＲＩ報告システムに参加するとの見通しである。また、調

査した２００以上のＲＥＩＴの４０パーセント以上が、すでに、

エネルギー効率とグリーンビルディングへのアップグレ

ードを実施中であり、そしてさらに２７パーセントがそう

することを計画しているとのことである。 
 

Ｌｉｂｅｒｔｙ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ Ｔｒｕｓｔ社が、まだＧＲＩ報告ガイド

ラインを採用してはいないが、その代わりに、ＬＥＥＤ規

準を満たす建物を作ることにその勢力を集中していると

のことである。 
 
国際的なイニシアティブ 
 

２，２００以上の会社からＧＲＩ報告が出されている中で、

そのうちわずか２３３社が米国の会社である。一般的に北

米は明らかに持続可能な開発報告で遅れをとっている。

遅れの理由の１つが、米国ビジネスがその必要性を確信

していないということが上げられている。そもそも米国

ベースのビジネスは、土地取得あるいは開発許可を得る

ためにＧＲＩスタンダードを採用する必要がないというの

が現状であるといわれている。 
 
米国企業の世界中の顧客が、ＧＲＩ報告に関する関心を

強めており、このようなグローバルな顧客が、米国企業

を変えていくためのもう１つの刺激であろうとみられて

いる。「顧客が、我々が他の国々における持続可能な開発

で何をしているか知って、我々が米国内で同じことをす

ることを望む。」とＰｒｏＬｏｇｉｓ社の投資家対策担当副社長

のＭｅｌｉｓｓａ Ｍａｒｓｄｅｎ氏が言う。「顧客要望を踏まえて米

国内でも徐々に、持続可能な開発と責任体制の確立が進

んでいくであろう。」と同氏は語る。 
 

Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｐｕｂｌｉｃ Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ（ＥＰＲ

Ａ）の研究部長であるＦｒａｓｅｒ Ｈｕｇｈｅｓ氏は、欧州での持

続可能性に対しての拡大しつつある関心を報告しており、
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「もし我々が直ちに環境問題について何かをしなければ、

我々は将来それに対してツケを支払うことになるであろ

う。」と同氏が言う。欧州諸国の間の最も顕著な持続可能

な投資への約束で知られている企業は英国に多く、

Ｌａｎｄ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ Ｇｒｏｕｐ ＰＬＣ社、Ｔｈｅ Ｂｒｉｔｉｓｈ 

Ｌａｎｄ Ｃｏｍｐａｎｙ ＰＬＣ社とＷｏｒｋｓｐａｃｅ Ｇｒｏｕｐ ＰＬＣ

社が代表格であると同氏が言う。「加えるに、多くの機関

投資家がこの分野で積極的である。」 
 
アジアでは、Ａｓｉａｎ Ｐｕｂｌｉｃ Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ Ａｓｓｏｃｉａ- 

ｔｉｏｎ（ＡＰＲＥＡ）のＣＥＯであるＰｅｔｅｒ Ｍｉｔｃｈｅｌｌ氏によれ

ば、ＧＲＩ報告の認識が増加しているとのことである。「今

までに実施された開発においては、その認識は、政府に

よってではなく、むしろ民間部門のレベルにおいて加速

されている。」と同氏が言う。アジアでのＧＲＩ報告に対し

ての認識の高まりは、環境への認識の高まりに平行して

いる。これは米国で起きていることに類似している、と

Ｍｉｔｃｈｅｌｌ氏が言う。「これは香港で出現し始めている生活

の質の向上と対比される中国本土の深刻な環境問題の結

果であるかもしれない。」と同氏が言う。ＧＲＩ報告ガイド

ラインは、ＡＰＲＥＡの行動委員会の現在の一つの検討項

目である。「持続可能な開発と投資が近い将来アジアでい

っそう主要な問題になるであろう。」とＭｉｔｃｈｅｌｌ氏が言う。

「グリーンビルディングと持続可能な投資が、豪州では

かなり盛んになってきているので、我々は最も良い手本

としてそれをフルに利用していくことができるであろ

う。」と同氏が語る。 
 

Ｐｒｏｐｅｒｔｙ Ｃｏｕｎｃｉｌ ｏｆ Ａｕｓｔｒａｌｉａ（ＰＣＡ）は、同じ

く、ＧＲＩ報告ガイドラインに基づいて不動産と建設業の

持続可能性報告スタンダードを作成する過程の途上にあ

る。ＰＣＡの資本市場担当専務理事であるＴｒｅｖｏｒ Ｃｏｏｋｅ

氏は、２００８年には、作業部会での検討を経た上で、最

終の内容が認められるであろうと予想している。報告の

ガイドラインの最終内容の決定は、５年間にわたる検討

の結果である。内容的には、これまでの豪州における経

験が参考にされた。 
世界的に、持続可能性投資と報告システムは、まだそ

の幼少期にある。これから投資家が個人的、道徳的、倫

理上の価値と調和する企業を探す一方で、ディベロッパ

ーが持続可能な開発の最終損益を発見するにつれて、急

進的な変化が、生じるであろうとＫａｈｎ氏が言う。この

ようにして、「環境に対する責任のレベルによって、ＲＥＩ

Ｔを評価することが、新しい標準になるであろう。」と同

氏は語る。 

（“Ｇｒｅｅｎ Ｉｎｖｅｓｔｉｎｇ，Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｉｓ ｌｕｒｉｎｇ 

ｉｎｖｅｓｔｏｒｓ ａｃｒｏｓｓ ｔｈｅ ｇｌｏｂｅ”Ｂｙ Ｌｙｎｎ Ｎｏｖｅｌｌｉ，Ｒｅａｌ  

Ｅｓｔａｔｅ Ｐｏｒｔｆｏｌｉｏ，Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ／Ｏｃｔｏｂｅｒ ２００７，ＮＡＲＥＩＴ） 
 
 
４．グリーンモーゲッジ 

 
環境志向がある持家所有者がカーペット、窓－犬ベッ

ドさえ－を含めて、一連の「グリーン」プロダクトと一

緒に、その住宅を飾り立てることができる。また今や、

彼らは、グリーンモーゲッジでその住宅ローンを支払う

ことも出来る。 
 
もし持家所有者が、エネルギー効率の良い住宅改良を

すれば、貸し手は、貸付枠のより大きいローンあるいは

割引を提供するモーゲッジプロダクトを実行することに

よって、環境保護のマーケティングの時流に乗る最近の

グループに入ることになる。あるいは新築住宅が一定の

エネルギー効率の規準を満たす場合も同様である。 
先月、Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐ Ｉｎｃ．銀行のモーゲッジ部門は、期末

を通してそのエネルギー効率が良いモーゲッジの場合、

クロージングコストから１，０００ドルを差し引くという

プログラムを開始した。同じく先月、Ｂａｎｋ ｏｆ Ａｍｅｒ- 

ｉｃａ Ｃｏｒｐ．銀行は、連邦環境保護庁のＥｎｅｒｇｙ Ｓｔａｒプロ

グラムによって設定されたエネルギー効率向上の必要条

件を満たす新築住宅のクロージングコストに対して、

１，０００ドルのクレジットを提供するＥｎｅｒｇｙ Ｃｒｅｄｉｔ 

Ｍｏｒｔｇａｇｅの実行に着手した。Ｊ．Ｐ．Ｍｏｒｇａｎ Ｃｈａｓｅ ＆ 

Ｃｏ．銀行のモーゲッジ部門は、特定のタイプのスプレー

泡断熱材を使用する新築住宅の場合には、ローン枠の拡

大とクロージングコストからの５００ドルの差し引きを提

供するというＥｘｐａｎｄｅｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｃｏｎｓｅｒｖａｔｉｏｎ  

Ｍｏｒｔｇａｇｅｓを申し出始めた。 
 
同じく規模のより小さい貸し手も、エネルギー効率が

良い住宅に対するモーゲッジの販売を促進している。

Ｌａｎｓｉｎｇ（ミシガン州）に本拠地を置くＩｎｄｉｇｏ Ｆｉｎａｎｃｉａｌ 

Ｇｒｏｕｐ銀行が２００５年にミシガン州、インディアナ州、

イリノイ州とフロリダ州でこのようなモーゲッジを実行

し始めて、そしてケンタッキー州とミズーリ州で今年そ

のサービスを拡張した。 
 
貸し手が、エネルギー効率の向上によって生じた電

気・ガス・水道料金の節約分を借り手の収入に加えられ

るのを認めれば、借り手はより大きいローンを得る資格
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を持つことになる。例えば、エネルギー効率が良い住宅

改良が、持家所有者にとって１カ月に５０ドルを節約する

ことができたとすると、１年に６００ドルの節約額は、利

率にもよるが、３０年のモーゲッジであればおよそ

１０，０００ドルを追加して借りることが可能となるという

試算もある。 
 
このような新しいモーゲッジプロダクトとインセンテ

ィブは、ますます上昇するエネルギー価格のことが心配

な市場に歓迎される。そしてサブプライムローン問題で

混乱している中で、エネルギー効率が良い住宅に対する

モーゲッジは、これらの持家所有者が電気・ガス・水道

料金を節約することを可能にするので、それがプライム

ローンとサブプライムローンのボーダーラインの借り手

であれば、彼に資格を与えるいっそう安全な方法であり

得る。 
グリーンモーゲッジプロダクトは、従来からある金利

変動型モーゲッジあるいは固定金利型モーゲッジのいず

れのモーゲッジとしても構成されることが可能であり、

それには、借り手のローンの残余の上に断熱材、窓、冷

房装置のような、エネルギー効率を向上させるコストが

取り込まれるので、借り手は、これらのコストをローン

の返済の中で支払うことができるようになる。住宅を新

たに購入するときも同様であり、その場合には、借り手

は、第三者機関による、住宅それ自体の検査証とともに、

エネルギー効率が向上する工事又は資材であることの認

定証を貸し手に提出しなければならない。借り手は、認

定されたエネルギー効率の向上策によって、エネルギー

コストを節約することが出来る。貸し手は、認定された

エネルギー効率の向上策に要する費用を、エスクロー勘

定にいれることが出来、工事等は住宅が売買された後に

実施される。 
 
グリーンモーゲッジプロダクトは、同じく、新築住宅

のためにも利用可能である。すでにエネルギー効率が良

い住宅として検査が済んでおり、そして電気、ガス、水

道料金の節約分として予測される金額は、住宅購入者の

ために追加所得として勘定に入れられる。 
 
このモーゲッジプロダクトにも問題がある。確かに住

宅所有者にとってはわずかばかりのエネルギー費用の節

約になるが、いくつかの理由で住宅所有者はあまり魅力

を感じていない。最近の住宅市場の狂乱で、このプロダ

クトはあまり市場に出されなかったし、多くの消費者は

それが利用可能であったことを知らなかった。一方、こ

のようなモーゲッジプロダクトを知っていたとしても、

これには通常の住宅検査に加えて数日の余分の時間がか

かり、またペーパーワークの量もさらに多くなるので、

借り手もわずかばかりのエネルギー費用の節約になった

としても、関心を払わない者が多い。そこでいくつかの

銀行が、上述のクロージング勘定での１，０００ドルの差し

引きのような誘因を加えていたわけである。 
 
環境保護主義者は、住宅におけるエネルギー消費の削

減は重要であると主張している。政府の数字によれば、

住宅の部門は国全体の温室効果ガスの排出の

およそ２０％を占める。 
 
州によっては、エネルギー効率が良い住宅改良のため

に補助的なローンを提供している。ペンシルバニア州で

は、去年、ある特定の基準を満たす窓、ドア、断熱材及

び空調装置のようなエネルギー関連の住宅改善のために

低金利の、無担保の融資プログラムを始動させた。カン

ザス州では、去年、類似のプログラムを始動させた。ニ

ューヨーク州は、数年前に、最高２０，０００ドルまでの低

利融資のプログラムを始めた。ニューヨーク州Ｅｎｅｒｇｙ 

Ｒｅｓｅａｒｃｈ ａｎｄ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ａｕｔｈｏｒｉｔｙによると、利

用者は今年およそ２０％増加したとのことである。 
 
住宅建設業者にも、このようなモーゲッジプロダクト

が出回ってくれば、「グリーン」住宅を建設する大きな誘

因となるであろう。さらに住宅建設業者に対して類似の

ローンを提供する銀行が現れてきている。 
 
（“Ｇｏｉｎｇ Ｇｒｅｅｎ ｔｏ Ｓａｖｅ Ｓｏｍｅ Ｇｒｅｅｎ，Ｌｅｎｄｅｒｓ Ｐｕｓｈ 

Ｍｏｒｔｇａｇｅｓ ｗｉｔｈ Ｄｉｓｃｏｕｎｔｓ ａｎｄ Ｃｒｅｄｉｔｓ Ｆｏｒ Ｅｎｅｒｇｙ－ 

Ｅｆｆｉｃｉｅｎｔ Ｕｐｇｒａｄｅｓ”Ｂｙ Ｓａｒａ Ｓｃｈａｆｆｅｒ Ｍｕｎｏｚ，ＷＳＪ， 

Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ １２，２００７） 
 
 
５．グリーン銀行 

 
Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐ Ｉｎｃ．銀行の筆頭副社長、Ｓｔｅｐｈｅｎ Ｌａｎｅ

氏は、商業用不動産で最もホットなトレンドの１つの最

前線にいる。同氏は、同巨大銀行が世界中に保有する９

千２百万平方フィートにも及ぶその膨大な不動産ポート

フォリオを、グリーンにするという意欲的なプログラム

を監督している。それを達成するために、（同僚が時々

「Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐのアル・ゴア」と呼ぶ）５９歳の同氏は、同

銀行の全てのビルディングにおいて、ロビーのエスカレ
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ーターを停止させてエネルギー節約をしたり、自然な照

明方法に転換したり、リサイクル資材を使用したりする

ためにその銀行支店のデザインを変更したりしている。

「私はこのような仕事をするためにこの銀行にＡｌ  

Ｇｏｒｅがいればよかった、そうしたら私にこの仕事が押し

付けられずにすんだのにと思う。」とＬａｎｅ氏が、６月に

Ａｌｂｕｑｕｅｒｑｕｅ（ニューメキシコ州）の郊外で開催された

持続可能な行動サミット（Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｏｐｅｒａｔｉｏｎｓ  

Ｓｕｍｍｉｔ）で冗談を言った。この大会は、不動産会社の

経営者が集まり、グリーンビルディングをテーマにした

ものであった。 
Ｌａｎｅ氏のプログラムは、オフィスビルで今起こってい

る多くのグリーンビルディングイニシアティブの一つで

ある。この他、この大会では次のような例が紹介された。

Ｇｏｏｇｌｅ社は、そのＭｏｕｎｔａｉｎ Ｖｉｅｗ（カリフォルニア州）

の本社において太陽熱利用の屋根を設置した。１．６－メ

ガワットの電力を発電して、１，０００以上の住宅に送電す

ることができる能力を持ち、それは、一企業のキャンパ

スで発電されたものでは今までで最大のものの一つであ

る。ＨＳＢＣ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ ＰＬＣ社のＨＳＢＣ Ｂａｎｋ ＵＳＡ  

Ｉｎｃ．銀行は、Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ（デラウェアー州）にある

４００の他の銀行支店のためにひな型の役をするであろう

グリーン支店をＧｒｅｅｃｅ（ニューヨーク州）に建設してい

る。 

このようなイニシアティブは広範囲の反響を与えてい

る。多くの科学者の見積もりによれば、全世界のすべて

のビルからの温室効果ガスの排出は、全体のほとんど５

分の１を占め、それは地球温暖化現象の最も大きい原因

の一つである。単に、会社が、排気ガスを削減すること

によって、環境を助けるだけではなく、会社の維持管理

経費を下げることによって、節約することにもなる。 
 

Ｌａｎｅ氏は、Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐ銀行が、そのオフィスのエネル

ギー効率を向上させることによって、１年１平方フィー

トについておよそ１ドルを節約することができると言う。

それは毎年合計してほとんど１億ドルの預金となるであ

ろう。同銀行は、２００６年には、その全施設から炭素排

出量を、２０１１年までに２００５年のレベルから１０％削減す

る、１００億ドルの計画を始動した。 
 
会社によっては、グリーンビルディングがより安全な

ものであることに気付いている。２７の新築又は既存の病

院でグリーンビルディングの建物計画に乗り出したカリ

フォルニア州の巨大医療組織のＫａｉｓｅｒ Ｐｅｒｍａｎｅｎｔｅ社

は、その病院ロビーの大理石の床をリサイクルされたゴ

ムで置き換えることによって患者やスタッフのスリップ

や転倒の発生率を減らしたと言っている。 
 
少なくとも一つのケースで、グリーンの施設が従業員

に一つの魅力であることが分かった。Ｔｏｙｏｔａ Ｍｏｔｏｒ 

Ｃｏｒｐ社が、２００３年に、Ｔｏｒｒａｎｃｅ（カリフォルニア州）

のグリーンビルディングに引っ越して、窓から一層の日

光が入ることとなって職場環境も良好となりその結果、

顧客サービス部門の職員の無断欠勤が１４％下落したこ

とを報告した。 
 
全体的に、Ｕ．Ｓ．Ｇｒｅｅｎ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ ＣｏｕｎｃｉｌのＬＥＥＤ

規準によって認定された全国のグリーンビルディング数

は、現在６，０００に及び、そして次の４年にわたって

１００，０００になると予測される。ＬＥＥＤ規準は、優れたグ

リーンビルディングのスタンダードとして広く、コント

ラクターのみならず、州と連邦の政府機関によっても採

用されている。 
 
地球温暖化現象についての一般の心配が高まって来た

こともあって、Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐ銀行が、グリーンの努力を始

めたのは２００２年のことである。２００３年に、Ｌａｎｅ氏は、

同銀行が銀行支店からＡＴＭマシンまで、所有するか、

あるいはリースしたすべての不動産のエネルギー使用量

を調査することから始めた。「使用量を測ることができな

いものを管理できるはずがない。」と同氏が言う。調査の

結果、同銀行の全オフィスのエネルギー消費量の８０％が、

全オフィスのわずか１０％のオフィスで消費されている

ことが明らかになった。最も多くのエネルギーを消費し

た場所は、一般に同銀行の巨大施設であり、それはデー

タセンター、オフィスビルと超高層ビルであった。

２００６年に同社がその１０％の縮小計画を発表した

後、Ｌａｎｅ氏と彼のチームは、サーモスタットの設定を変

えるようなことから始めた。また、世界中でそのオフィ

ススペースのおよそ４分の３をリースしているので、家

主との共同作業もする必要があった。 
 
（“Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐ Ｔｒｉｅｓ Ｂａｎｋｉｎｇ ｏｎ ｔｈｅ Ｎａｔｕｒａｌ Ｋｉｎｄ ｏｆ  

Ｇｒｅｅｎ”，Ｂｙ Ｊｉｍ Ｃａｒｌｔｏｎ，Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ Ｊｏｕｒｎａｌ，Ｓｅｐｔｅｍ- 

ｂｅｒ １０，２００７） 
 


